
平成 18年 3月期 個別財務諸表の概要 平成 18年 5月 23日

上  場  会  社  名       鬼怒川ゴム工業株式会社 上場取引所 東

コード番号     本社所在都道府県 千葉県

（ＵＲＬ　http://www.kinugawa-rubber.co.jp/)

代  　表　  者　役職・氏名 富  田 　淳  一

問合せ先責任者　役職・氏名 北  沢     浩 TEL (043) 259 - 3114

平成 18年 5月 23日 有

平成 18年 6月 29日 平成 18年 6月 29日

単元株制度採用の有無 有 (１単元 1,000株)

１. 18年 3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）

(1)経営成績

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期

17年3月期

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 －

17年3月期 －
(注)①期中平均株式数 18 年 3 月期 株 17 年 3 月期 株
    ②会計処理方法の変更　　　 有
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期

17年3月期

(3)財政状態
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期

17年3月期

(注)①期末発行済株式数　 18 年 3 月期 株 17 年 3 月期 株
 　 ②期末自己株式数 18 年 3 月期 株 17 年 3 月期 株

２. 19年 3月期の業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 0 00

通　期 3 00 3 00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  7 円 44 銭

※上記の業績予想は、現在入手可能な情報に基づき、当社が合理的に判断・策定した予想数値であり、実際の業績は今後の
　経済情勢、市場動向、為替・株価動向等の状況変化により、上記業績予想と異なる可能性があります。
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6.0

配 当 性 向
配当金総額
(年間)

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

売上高経常利益率

5.0

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総資本経常利益率

19 － 5.7△ 14

配当支払開始予定日

中間配当制度の有無

定時株主総会開催日

－40,226 4.6 1,843 △ 6.5

経 常 利 益

1,992

5196

売 上 高 営 業 利 益

38,453 4.4 1,971 △ 9.6

代表取締役社長

執 行 役 員

決算取締役会開催日

－

－

中 間 期 末

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金

－

経 常 利 益

当 期 純 利 益

2,058 △ 14.0 2,104

△ 3.2 △ 953

21.8



（百万円未満切捨て）

前 期 当 期 前 期 当 期

H17.3.31 H18.3.31 H17.3.31 H18.3.31

現 在 現 在 現 在 現 在

（ 資　産　の　部 ） （ 負　債　の　部 ）

 流　動　資　産 12,168 13,100 932  流　動　負　債 13,722 15,209 1,486

現 金 預 金 782 461 △320 支 払 手 形 2,103 2,373 270

受 取 手 形 371 315 △55 買 掛 金 3,730 3,448 △281

売 掛 金 8,184 8,403 219 短 期 借 入 金 2,725 4,900 2,175

製 品 187 202 15 １年内返済の長期借入金 2,888 2,702 △185

原 材 料 34 40 6 未 払 金 195 222 26

仕 掛 品 67 71 3 未 払 費 用 1,027 690 △337

貯 蔵 品 25 35 9 未 払 法 人 税 等 717 408 △308

未 収 入 金 806 1,875 1,069 設 備 支 払 手 形 283 377 93

立 替 金 532 402 △130 そ の 他 の 流 動 負 債 50 85 35

関係会社短期貸付金 998 1,135 137

前 払 費 用 15 32 17  固　定　負　債 9,918 8,867 △1,050

繰 延 税 金 資 産 242 185 △56 長 期 借 入 金 6,480 5,775 △705

その他の流動資産 12 18 6
再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債

1,317 1,151 △166

貸 倒 引 当 金 △92 △80 12 退 職 給 付 引 当 金 2,015 1,819 △195

役員退職慰労引当金 104 120 16

 固　定　資　産 23,105 21,444 △1,660

有形固定資産 15,193 14,107 △1,086 負 債 合 計 23,640 24,076 436

建 物 3,974 3,718 △256

構 築 物 237 208 △28 （ 資　本　の　部 ） 　　　

機 械 及 び 装 置 3,419 3,257 △161  資 　本 　金 5,654 5,654 － 

車 両 運 搬 具 10 9 △1

工具器具及び備品 1,684 1,489 △194  資 本 剰 余 金 1,626 1,626 － 

土 地 5,564 5,130 △434 資 本 準 備 金 1,626 1,626 － 

建 設 仮 勘 定 302 294 △8

 利 益 剰 余 金 2,416 1,505 △911

無形固定資産 426 424 △2 任 意 積 立 金 22 1,100 1,078

営 業 権 200 150 △50 　別  途  積  立  金 22 1,100 1,078

ソ フ ト ウ ェ ア 202 251 49 当 期 未 処 分 利 益 2,394 405 △1,989

施 設 利 用 権 等 24 23 △1

1,935 1,691 △244

投資その他の資産 7,484 6,912 △572

投 資 有 価 証 券 82 71 △10 その他有価証券評価差額金 12 9 △3

関 係 会 社 株 式 6,904 6,606 △297

関係会社長期貸付金 285 63 △222 △12 △17 △5

繰 延 税 金 資 産 164 144 △20

そ の 他 の 投 資 103 82 △21

貸 倒 引 当 金 △55 △55 － 資 本 合 計 11,632 10,469 △1,163

資　産　合　計 35,273 34,545 △727 負債及び資本合計 35,273 34,545 △727

科　　　目

土地再評価差額金

自 己 株 式

　貸 　借 　対 　照　 表

科　　　目
対前年度
増 減

対前年度
増 減

個　別

- ２３ -



（百万円未満切捨て）

前　　　期 当　　　期

科 目 自 平成16年 4月 1日 自 平成17年 4月 1日 増　　減 増減率

至 平成17年 3月31日 至 平成18年 3月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

38,453 100.0 40,226 　100.0 1,772 4.6

33,347 86.7 35,653 88.6 2,305 6.9

5,105 13.3 4,572 11.4 △533 △10.4

3,134 8.2 2,729 6.8 △405 △12.9

1,971 5.1 1,843 4.6 △128 △6.5

受 取 利 息 26 27 1

受 取 配 当 金 181 73 △107

資 産 賃 貸 料 1,675 1,541 △134

そ の 他 の 営 業 外 収 益 117 201 83

営 業 外 収 益 の 合 計 2,001 5.2 1,844 4.6 △156 △7.8

支 払 利 息 200 199 △1

賃 貸 諸 費 用 1,601 1,475 △126

そ の 他 の 営 業 外 費 用 112 21 △90

営 業 外 費 用 の 合 計 1,914 4.9 1,696 4.2 △218 △11.4

2,058 5.4 1,992 5.0 △66 △3.2

固 定 資 産 売 却 益 0 0 0

投 資 有 価 証 券 売 却 益 185 13 △171

関 係 会 社 株 式 売 却 益 － 78 78

厚生年金基金代行部分返上益 1,071 － △1,071

前 期 損 益 修 正 益 － 43 43

そ の 他 の 特 別 利 益 56 20 △35

特 別 利 益 の 合 計 1,313 3.3 156 0.4 △1,156 △88.1

固 定 資 産 除 却 損 222 40 △181

固 定 資 産 売 却 損 － 219 219

投 資 評 価 引 当 金 繰 入 額 － 2,208 2,208

構 造 改 革 損 失 119 － △119

品 質 対 応 費 用 63 － △63

そ の 他 の 特 別 損 失 27 10 △17

特 別 損 失 の 合 計 433 1.1 2,479 6.2 2,045 471.6

2,937 7.6 △330 △0.8 △3,267 －

753 710 △42

80 △86 △167

2,104 5.5 △953 △2.4 △3,058 －

289 1,114 824

－ 244 244

2,394 405 △1,989

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額

当 期 未 処 分 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は
税 引 前 当 期 純 損 失 ( △ )

前 期 繰 越 利 益

当期純利益又は当期純損失(△)

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

損　 益　 計　 算　 書

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 利 益

個　別

- ２４ -



（百万円未満切捨て）

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 2,394  405  

Ⅱ 利 益 処 分 額

   １ 配    当    金 201 201

   ２ 任 意 積 立 金

　　　　別 途 積 立 金 1,078 1,279 － 201

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 1,114 203

利 　　益 　　処　　 分　　 案

金　　　額 金　　　額

前  期　平成17年6月29日 当  期　平成18年6月29日
科　　　目

個　別

- ２５ -



１．有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式及び関連会社株式・・・移動平均法による原価法

②その他有価証券

　　時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

　　　　　　　　　　　　原価は移動平均法により算定）

　　時価のないもの・・・移動平均法による原価法

　　　

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

製　　　　　品・・・総平均法による低価法

仕掛品・原材料・・・総平均法による原価法

貯　　蔵　　品・・・最終仕入原価による原価法

３．固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　　定率法。ただし、工具器具備品のうち金型、(株)キヌガワ郡山へ貸与の有形固定資産、平成１０年４月１日以

　降取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法を採用しております。

　　また、機械及び装置のうち合成樹脂製品製造装置については耐用年数６年（法人税法８年）を採用し、その他

　は税法上の耐用年数及び残存価額を採用しております。

　　なお、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却資産については、３年で均等償却しております。

②無形固定資産

　　定額法によっております。なお、営業権については商法施行規則に規定する最長期間（５年）で均等償却、自

　社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっっております。

４．引当金の計上基準

①貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒

　実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しており

　ます。

②投資評価引当金

　  関係会社への投資に対する損失に備えるため、資産内容等を検討して計上しております。

③退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において

　発生していると認められる額を計上しております。

　　なお、会計基準変更時差異については、１２年による按分額を費用処理しております。

　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１３年）による定額法により、

　それぞれ発生した事業年度から費用処理することとしております。

　　数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１３年）による定額法に

　より、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

④役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

５．リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

重 要 な 会 計 方 針 個　 別

- ２６ -



６．ヘ ッ ジ 会 計

①ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、ヘッジ会計の要件を満たしており、さらに想定元本、利息の受払条

　件及び契約期間がヘッジ対象となる借入金と同一である金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘ ッ ジ 手 段・・・金利スワップ取引

　　ヘ ッ ジ 対 象・・・借入金の支払金利

③ヘ ッ ジ 方 針

　　金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目的でおこなっております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計とを比率分析す

　る方法により行っております。なお、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略してお

　ります。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　  消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式によっております。

会計処理の変更
（固定資産の減損に係る会計基準）

　当期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成15

年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

個　 別

- ２７ -



［貸借対照表関係］

単位：百万円

前期末 当期末 増  減

１． 34,771 36,067 1,295

２． 1,681 2,007 325

３． 32 26 △5

４．

　　① 担  保  提  供  資  産

3,392 3,147 △245

188 164 △24

1,233 1,026 △206

34 33 △1

5,317 4,883 △434

23 25 2

300 121 △178

10,490 9,403 △1,087

② 担　 保 　付 　債　 務

1,775 1,400 △375

3,441 1,908 △1,532

5,216 3,308 △1,907

５． 関係会社株式については、投資評価引当金2,208,000千円を控除して表示しております。

６．

　　有価証券の時価評価により、純資産額が９百万円増加しております。

　なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第３号の規定により、配当に充当することが制限され

　ております。

７．

  の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

　として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しており

　ます。

    再評価の方法　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令

　　　　　　　 　 　第１１９号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づき算出し

　　　　　　 　 　　ております。

　　再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　平成１４年３月３１日

　　再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額  　　  △ １，２０４百万円

８． 偶　発　事　象

　　当期において、北米日産自動車（Nissan North America, Inc.）が、平成１４年１月から平成１７年

　８月までに北米で販売した車両のうち、一部車種について不具合が発生しました。

　　この不具合の原因は、当社の子会社が製造し、当社が納入したゴムホース部品（対象台数概算２０万

　台）であることが判明しており、平成１９年３月期以降、得意先から当社グループに対して、補償修理

　費用等の求償を受ける可能性があります。

　　なお、現在のところ、財務諸表に与える影響は明らかではありません。

［損益計算書関係］

１． 関係会社との取引高 単位：百万円

前　期 当　期 増  減

13,807 14,675 867

16,341 15,622 △ 719

878 931 53

1,583 1,458 △ 125

56 145 89営 業 取 引 以 外 の 取 引 高

長 期 借 入 金

計

短 期 借 入 金

売 上 高

「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）及び「土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律」（平成１３年３月３１日公布法律第１９号)に基づき、事業用土地

配 当 制 限

資 産 賃 貸 料

仕 入 高 等

金 型 等 の 購 入 高

土 地

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

計

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地 の 再 評 価

注　　記　　事　　項

有形固定資産の減価償却累計額

債 務 保 証

保 証 予 約

担保提供資産及び担保付き債務

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

個　 別

- ２８ -



　１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額
単位：百万円

前期末 当期末 増　減

　　・取 得 価 額 相 当 額

機 械 及 び 装 置 32 － △32
工 具 器 具 及 び 備 品 9 67 57
合 計 42 67 24

　　・減価償却累計額相当額

機 械 及 び 装 置 32 － △32
工 具 器 具 及 び 備 品 6 27 21
合 計 38 27 △11

　　・期末残高相当額

機 械 及 び 装 置 0 － 0
工 具 器 具 及 び 備 品 3 40 36
合 計 4 40 35

　（２）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 2 20 18
１ 年 超 1 19 17
合 計 4 40 36

　（３）支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息相当額

　 ・ 支 払 リ ー ス 料 23 24 1
・ 減価償却費相 当額 18 21 3
・ 支 払 利 息 相 当 額 1 0 0

　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　（５）利息相当額の算定方法

　　　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、

　　　　　各期への配分方法については利息法によっております。

　２．オペレーティング・リース取引

　　　 未経過リース料 単位：百万円

前期末 当期末 増　減

１ 年 内 2 0 △1
１ 年 超 0 － 0
合 計 2 0 △2

［　有　価　証　券（子会社株式及び関連会社株式関係）］

　　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

単位：百万円

前期末 当期末 増　減
貸借対照表計上額 602 602 －
時　　　　　　価 1,124 1,375 250
差　　　　　　額 521 772 250

リ　ー　ス　取　引　関  係 個　別
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（百万円未満切捨て）

自 平成１６年４月  １日 自 平成１７年４月  １日

至 平成１７年３月３１日 至 平成１８年３月３１日

 車　体　部　品 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

ド ア シ ー ル 12,282 32.0 12,335 30.7 53  0.4  

グ ラ ス ラ ン 等

自  防　振　部　品

エンジンマウント 10,752 28.0 11,303 28.1 551  5.1  

ブ ッ シ ュ 等

動  艤　装　部　品

マ ッ ド ガ ー ド 5,315 13.8 4,684 11.6 △ 631  △11.9  

フ ロ ア マ ッ ト 等

車  ホ ー ス 部 品

エ ア ー ダ ク ト 3,004 7.8 4,448 11.1 1,444  48.1  

フューエルホース等

用  ブ レ ー キ 部 品

カ ッ プ 3,242 8.4 3,161 7.9 △ 80  △2.5  

ピストンシール等

部  バ ン パ ー 部 品

バ ン パ ー 1,084 2.8 1,330 3.3 246  22.7  

エアスポイラー等

品  小　物　部　品

ブ ー ツ 1,849 4.8 1,694 4.2 △ 154  △8.4  

グ ロ メ ッ ト 等

計 37,530 97.6 38,959 96.9 1,429  3.8  

 そ の 他 製 品 923 2.4 1,266 3.1 342  37.1  

 合　　　　　　　　計 38,453 100.0 40,226 100.0 1,772  4.6  

製　品　別　売　上　高

当         期前         期
対 前 期
比較増減

対 前 期
増減比率

個　別
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